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【資料】

１ 秋田市公立大学法人評価委員会委員名簿

（委員長を除く各委員は五十音順）

役職 氏名 職名・勤務先等

委員長 髙 橋 誠 記 秋田県立大学 副理事長

委員 鐙 隆千代 株式会社秋田魁新報印刷 代表取締役社長

委員 辻 良 之 秋田いすゞ自動車株式会社 代表取締役社長

委員 真 鍋 隆 日本銀行 秋田支店長

委員 長谷部 弘 輝 税理士法人秋央 長谷部会計 代表社員

２ 令和３年度における評価委員会開催実績

回 開催日 会議概要

第１回 ７月８日 年度評価に係る公立大学法人からの事情聴取

第２回 ８月５日 年度評価の評定協議、評価案の審議
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３ 地方独立行政法人（抜粋）

（各事業年度に係る業務の実績等に関する評価等の特例）

第78条の２ 公立大学法人は、毎事業年度の終了後、当該事業年度が次の各号に掲

げる事業年度のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める事項について、評価

委員会の評価を受けなければならない。この場合において、第28条から第30条ま

での規定は、公立大学法人には、適用しない。

一 次号及び第三号に掲げる事業年度以外の事業年度 当該事業年度における業

務の実績

二 中期目標の期間の最後の事業年度の前々事業年度 当該事業年度における業

務の実績及び中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業

務の実績

三 中期目標の期間の最後の事業年度 当該事業年度における業務の実績及び中

期目標の期間における業務の実績

２ 公立大学法人は、前項の評価を受けようとするときは、設立団体の規則で定め

るところにより、各事業年度の終了後三月以内に、同項第一号、第二号又は第三

号に定める事項及び当該事項について自ら評価を行った結果を明らかにした報告

書を評価委員会に提出するとともに、公表しなければならない。

３ 第１項の評価は、同項第一号、第二号又は第三号に定める事項について総合的

な評定を付して、行わなければならない。この場合において、同項各号に規定す

る当該事業年度における業務の実績に関する評価は、当該事業年度における中期

計画の実施状況の調査及び分析を行い、その結果を考慮して行わなければならな

い。

４ 評価委員会は、第１項の評価を行ったときは、遅滞なく、当該公立大学法人に

対して、その評価の結果を通知しなければならない。この場合において、評価委

員会は、必要があると認めるときは、当該公立大学法人に対し、業務運営の改善

その他の勧告をすることができる。

５ 評価委員会は、前項の規定による通知を行ったときは、遅滞なく、その通知に

係る事項（同項後段の規定による勧告をした場合には、その通知に係る事項及び

その勧告の内容）を設立団体の長に報告するとともに、公表しなければならない。

６ 設立団体の長は、前項の規定による報告を受けたときは、その旨を議会に報告

しなければならない。

７ 第29条の規定は、第１項の評価を受けた公立大学法人について準用する。


